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大学教育の革新とＦＤの新展開 
The reform of undergraduate education and new developments in FD 
 




Since the publication on 24 Dec 2008 by the Central Council for Education of the report on 
‘Towards the enhancement of undergraduate education”, it has not been ‘what are we teaching to 
students?’, so much as ‘what have students been enabled to do?’ that has come to be the learning 
outcome at the heart of university education reform. The background leading to this drastic reform 
is the sweeping transformation in basic assumptions regarding universities. In particular, the advent 
of the knowledge-based society has seen the role of the university as an educational institution 
change from being a transmitter of knowledge to being a learner-centered university. Faculty 
development (FD) and staff development (SD) have inevitably had to engage with and respond to 
these changing trends.  
Ever since 1991, when Standards for Establishing Universities were revised, and which can be seen 
as the start of today’s university education reforms, the course of those reforms, that of 
educational improvements such as the spread of FDs and the various organizational reforms, have 
broadly speaking shown relatively independent courses of development (the parallel model of 
university education reforms). However, since the report on undergraduate education, students’ 
learning outcomes have become the focus, and the context of FD, which had previously emphasized 
improving staff teaching skills, and the context of organizational reform which had gradually come 
to see quality assurance of education as its most pressing concern, now began to be developed in 
an integrated way (the integrated model of university education reforms).  
This leads to the question of how to position such an education system and teaching activities, and 
this also falls within the realm of qualifications and abilities now demanded of university staff, but it 
cannot be dealt with by the type of FD we have had in the past.  
This new situation requires that the scope of FD be redefined. As stated above, in order to respond 
to the organizational developments in university education, we need to improve our skills and 
knowledge in 3 areas: a micro-level, where individual instructors aim to improve their teaching 
skills; a middle-level, including curriculum reform and management; and a macro-level concerned 
with organizational development. The FD map developed by the National Institute for Educational 
Policy Research as an FD support tool is a response to that need for a new definition of FD.  
These changes in our view of learning which form the background to the advent of the 
knowledge-based society, and the systematic and structural nature of undergraduate education 
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have made the systematic structure of education unavoidable. We are also on the brink of a major 
revolution in the profession of university teaching staff and in the character of FD, which 
















































































































































































































































































































Ⅰ.導入（わかる・気づく）   
Ⅱ.基本（実践できる）    
Ⅲ.応用（報告できる，開発
できる） 
   
Ⅳ.支援（教えられる）    
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 レベルは，ミクロ，ミドル，マクロの３つからなり、ミクロ・レベルの焦点は個々の教員とその
授業．ミドル・レベルの焦点はカリキュラムやプログラムであり，マクロ・レベルの焦点は大学の
組織や制度である。 
 先に述べたように、『学士課程教育の構築に向けて』（2008）では，ＦＤの定義について「ＦＤを
単なる授業改善のための研修と狭く解するのではなく，我が国の学士課程教育の改革を目的とした、
教員団の職能開発として幅広く捉えることが適当である」としているが，学士課程教育そのものが、
構造的・システム的である以上、ＦＤの領域もそれに対応する必要がある。本マップではこの新し
い定義に対応している。 
 フェイズは，Ⅰ.導入，Ⅱ.基本，Ⅲ.応用・発展，Ⅳ.支援からなる。ＦＤの存在を認識したり，
授業に関する基本的な概念などを理解したりする段階（フェイズⅠ）から、個々の教員が，適切な
目標を設定したり，効果的なシラバスを作成したりできる段階（フェイズⅡ）、多様な授業法を知り，
目標にあった授業法や評価法を選択できる段階（フェイズⅢ）と続き、さらに、ＦＤ担当者となっ
て他の教員を支援したり，自らＦＤプログラムを企画・立案したりできる段階（フェイズⅣ）へと
至る構成になっている。 
 本マップの利用者には利用目的を尋ねているが、「本学でも授業評価と講演会、ワークショップな
どを実施していますが、これまでの活動を体系的に整理し、今後の活動の方向性を見いだすのに役
立つのではないかと考えております。」として自大学のＦＤ診断に利用されている一方、当初の想定
を越えて、学習支援・教育開発センターの立ち上げや評価に向けての参考資料として活用するとい
った例も見られた。 
 このように、ＦＤマップは、診断やプログラム開発、さらには評価といったところで、実際に使
用されることを想定したツールであり、実践・評価・改善といったプロセスを、大学教育改善の文
脈に組み入れることをねらいとしながらも、ＦＤ観の転換とその全体の明示という点でも、問題提
起を行なっている。 
 
⑵ ＦＤから高等教育開発へ 
 ＦＤマップのそもそもの目的は、従来は明確でなかったＦＤ担当者の業務領域とその目的・効果・
評価などを明示化し、「見えない苦労」を「見える苦労」に転化していこうという意図を有するもの
であった。（佐藤浩章による。国立教育政策研究所『ＦＤ実質化のための提案』p.66-67） 
 しかしながら、上述の文脈に即して考えるならば、「ＦＤ」が包含すべき範囲について、今後のあ
りうべき領域を試みとして提示したものとして評価されても良いであろう。事実、ＦＤマップを利
用した方へのアンケート調査結果によれば、我々が直接的に期待していた「自大学のＦＤプログラ
ムの傾向診断」（55.4％）もさることながら、「自大学のＦＤプログラムの全体構成を検討・展望」
（73.0％）、さらには「大学教育センターやＦＤ委員会の活動の評価・改善」（52.7％）といった用
途にも利用されていた。つまり、ＦＤマップ自体が、組織開発のツールとして活用されているので
ある。 
 このように広がりと深まりを見せている大学教育改善の取組と活動について、ここに至っては、
知見の整理、背景となる哲学と理念、研修プログラムの開発、専門スタッフの在り方やその育成、
ひいては資格制度の検討など、開発的な観点が必要になってきている。理論、実践、制度構築の全
ての面において課題が山積しており、それらの課題を、社会的に責任を持って受け止める公的な基
盤構築が求められている段階に至っているのである。少なくとも、開発研究の理念と現実的な展開
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基盤の支えが求められている。また、その学術的な価値を確立することも、教育活動を大学評価や
教員評価の領域で適切に位置づけるためには欠かせない課題となろう。 
 従来の考え方に基づくのであれば、開発研究は、教育実践の領域に含まれるものとして、学術的
な研究とは一線を画するものとして理解されてきた。しかしながら、例えば数多くのＦＤプログラ
ムの事例から、ある視点に基づいて共通する要素を帰納的に抽出し、汎用的なモデルを構築してフ
ィードバックを受けながら改善していくプロセス、さらには、そのモデルが実践に取り入れられて
いく回路を構想・設計していく営みは、すぐれて知的で創造的な性格を有する。それらは、従来の
経験科学が前提としてきた反証可能性に基づく「命題知」ではないのかもしれないが、数多くの実
践によって検証されるという意味において、幅広く共有されている「臨床知」といえる。大学を取
り巻くシステム環境の激変が、新たな大学教育の在り方を根源的に求めている今日、高等教育研究
もその方法論的前提を問い直されてしかるべきであろう。仮説の確からしさを競う経験科学のパラ
ダイムは、現実の課題に対してインプリケーションを提示することはできても、改革・改善のプロ
セスに繋がる「環」を結ぶことはできない。国立教育政策研究所プロジェクトは、それらの一連の
ファンダメンタルな問いにプラクティカルにコミットメントする意図から推進されてきた。換言す
ると、それは、開発研究の持つ可能性と奥行き、さらには、その学術的・社会的な意味を明らかに
しようとする射程を有するものである。 
６．まとめ 
 小論においては、知識基盤社会の到来が学習観の転換をもたらし、それが、大学という教育空間
においては、「学習成果」こそが大学教育の重要かつ基本的な指針として、諸制度や教育改善活動が
システム的に構築・展開されていく潮流にあることを明らかにしてきた。そして、その動向に沿っ
て、ＦＤ観も見直しが必要であり、大学教員の職能やＦＤの領域も新しい展開を提示してきた。 
 ただ考えてみれば、このようなシーンは、ＧＰ事業をめぐって、我が国高等教育に現出され、馴
染みのある光景でもあろう。ＧＦ事業の実施は、教育改善の実施と展開が、教育コンテンツのみな
らず、プログラムや組織・制度の問題でもあることを、各大学の担当者にリアルに感じさせる体験
でもあった。プログラムを企画し、実施し、評価するという一連のプロモーション活動、しかも政
策動向や周辺他大学の状況や動向を注視しながらの活動は、実施体制や効果的な後方支援、スタッ
フの配置の重要性、適合的な組織デザイン、大学のミッションとの整合性を満たした上で、プログ
ラム企画力とマネジメント機能の重要性を実感させるのに十分なものであった。ＧＰ事業というエ
クストラ・プログラムであることの限界はあるにせよ、「学習成果」を基点とした教育改善プログラ
ムのシステム的展開は、すでにリアリティのある構図なのである。 
 「大学は複雑な組織であるから・・・」 これは、大学改革に消極的なメンバーから発せられる
ことの多かったフレーズである。しかしながら、今、その複雑さ＝システム化を梃子に大学教育の
改革が進展しようとしている。このことに関わる知見の構成は、緒についたばかりであり、その推
進は、我が国高等教育の新しい発展に寄与するであろう。本研究所のプロジェクト研究はその嚆矢
となるものであろう。 
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